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1．序

スマートフォンの普及により、より手軽にインターネットを見ることが可能な環境にな

った。例えば、以前はパソコンを通し、時間を割いてみるサイトが、現在は通勤・通学の

合間に見られるようになってきた。その結果、現在インターネットは、メディアの中でテ

レビに次いで 2番目の利用時間を誇り、広告費の観点でもテレビ CMに次いで 2位とな

っている1）。そこで、このままインターネットが発展していった場合、テレビは視聴率が

下がることで以前のような影響力を失っていき、テレビ CMの価値が低くなっていくの

ではないかと考えられる。本論では、上記のようなインターネット広告の発展によるテレ

ビ CMの変化や、その変化がもたらすテレビ放送自体の方向性について考察し、「テレビ

CM “0” 説」を検証する。

本論でのテレビ放送と、テレビ CMの定義は、以下の通りである。現在、テレビ放送

にも様々な種類がある。地上波を通した放送だけでなく、アメリカに代表されるケーブル

テレビや衛星放送、動画配信サービスなどが存在している。テレビという機械を通して視

聴すれば、すべてテレビ放送という考えもできてしまい、またテレビ番組をインターネッ

トで視聴するという行動が、テレビ放送の視聴に値するのか、曖昧になっている。そこで

本論ではテレビ放送の定義を、「地上波を受信して、視聴率に換算される放送」とする。

つまり、視聴率に換算されない有料放送やワンセグ、地上波の番組を扱う動画配信サービ

ス、録画視聴はテレビ放送としないこととする。またテレビ CMの定義は、上記の定義

におけるテレビ放送中に流れる CM、テレビという機械・箱の中で流れる CMとする。

最後に、各節の簡単な要約を述べる。第 2節では、インターネット広告についての説明

をする。テレビ CMとインターネット広告の主な違いや関連性、消費者にどういった影
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響を与えるかを述べ、リンクから直接サイトに飛べることなどの優位性について言及す

る。第 3節では、視聴率や広告費のデータを用いてテレビ CMの現状について説明する。

いまだにテレビ CMが大きな力を持っていることが分かる。第 4節では、テレビ視聴率

が下がった場合に焦点を合わせて未来のテレビの姿について考察し、テレビ CM “0” 説の

検証を行う。本論では主に 3つのテレビの姿を考えたが、その中でもインターネットと共

存して、補完し合う形が最も現実的だと考える。

2．インターネット広告の台頭

2─1．広告の個人化

現代社会において広告の存在は、必要不可欠なものになっている。人々は、商品を購入

する時に広告を参考にしてどの商品を購入するか決める。以前は、紙媒体広告やテレビ

CMなどが一般的だった。しかし、現在の我々を取り巻く環境の変化により、広告のあり

方自体も少しずつ変化を見せている。

スマートフォンの登場により、インターネット環境が一般化し、日常に必要な情報をす

べてスマートフォンから手に入れることが可能となった。そのため、人々の消費行動にも

変化が生じている。現在の消費者は、まず、自分が購入したいと考える商品が存在した時

に、インターネットで商品の検索をする。そして、商品のカタログや消費者の感想、どの

方法で買えば一番安くなるのか、などを自分自身で比較し、最も自分のニーズに合ってい

る商品を選択する。また、最近では SNS上の人々の口コミ2）を参考にしている人々も多

い。今までは商品の情報を企業から受け取ることしかできなかった消費者が、自分から商

品の情報を積極的に得ることができる時代になった。商品に対する情報を自分にとって、

最適化できるようになったのである。

消費者と商品の関係の変化により、企業もインターネット広告に対するアプローチを行

い、消費者行動の変化を利用しようと試みている。従来は消費者全員に認知してもらい、

ブランド力を高める、いわゆる「マス広告」が主流であったが、最近は消費者一人一人に

焦点を当てた広告に力を入れ始めている。また、インターネット広告の需要も上昇傾向に

ある。

本論では、上述のような消費者行動の変化に合わせた企業広告の変化を「広告の個人

化」と定義する。企業が「広告の個人化」を実際にするために具体的に行っていること

は、検索エンジンを用いた行動ターゲティング広告3）という広告の提示方法である。

Googleをはじめ、様々な企業がこの方法を行っている。行動ターゲティング広告は、利

用者の趣味に合った広告を個別に配信する手法である。例えば Amazonを閲覧するとトッ

プページでおすすめ商品が表示される。Cookieという機能を使用して、購買記録などか
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らどのようなタイプの消費者なのか、分析を行う。そして消費者のニーズに合った広告を

配信するシステムである。このシステムによって、消費者一人一人に違った形の広告を行

っている。また Googleでは行動ターゲティング広告の設定を消費者自身で確認、編集で

きる機能を付けている。この技術により、「広告の個人化」にさらに近づくような工夫が

なされている。企業が広告を積極的に個人化することによって、消費者の目に広告が留ま

りやすくして、なるべく自社製品に興味を持ってもらおうとしている。

また、最近では既存のメディア広告とインターネット環境を活用して「広告の個人化」

を進める動きも出ている。その一つが Shufoo!である。Shufoo!では自分の見たい地域の

チラシを、郵便番号を登録することで、自由に得ることができるシステムである。紙媒体

で得ることのできるチラシの数や種類で偏りが出てしまうが、サイトにデータを入力すれ

ば、自動的にチラシを読みたい人に情報を提供することができる。紙媒体のコスト削減と

「広告の個人化」を同時に行うことができるのである。次に広告の個人化に伴う消費者行

動の変化について詳しく考察する。

2─2．消費者行動の変化

「広告の個人化」が進む中で提供されている、より個人のニーズに応じた新しい形の広

告が、消費者行動に直接寄与する機会を増加させている。それだけではなく、インターネ

ット販売の増加や、消費者自身が情報を収集する現代において、テレビ CMは購買のき

っかけ作りのツールではあっても、購買の決め手にはなり得ていない。現代において、テ

レビ CMは商品自体の宣伝よりも、企業のイメージ戦略として機能し、企業の認知度や

ブランド力を高める役割を担ったほうが、より効果的である。スマートフォンの普及に伴

うテレビ離れにも起因し、テレビの影響力が弱まる中で、ブランディングを別媒体でも代

替することができれば、広告を出す企業側に経済的負担の大きいテレビ CMの在り方は

大きく変わることが予想される。ここでは、消費者行動の変化に着目し、その結果生じる

広告の在り方について考察する。

購買のきっかけは様々であるが、その中の一つに、他人からのおすすめや周囲の評判が

ある。インターネットが普及する以前は、そういった情報を収集するコミュニティは大き

くはなかったが、現在では Amazonや価格.com、楽天などの ECサイトや SNSが一般化

したことで、消費者は莫大な数の口コミを手に入れることになる。口コミを気にする人は

8割を超え、購買の決め手に口コミを参考にする人は約 4割であることからも、第三者の

声の影響力が高まっていることがわかる。ただ、口コミが理由で購買をやめたことがある

人が約 7割おり、現時点で、口コミはネガティブチェックとしての機能が強いと考えられ

る4）。

加えて、SNSの利用率は増加している。SNSを利用している人は、2016年には全体で
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71.2％、20代に絞れば、97.7％であり、SNSが私たちの生活の中で占める割合も、高まっ

ていることが分かる5）。企業の SNSの利用方法は①公式アカウントによる宣伝、②消費者

による拡散の主に 2つだが、どちらも興味を持った人が詳しい情報を求めて、そのまま

HPにアクセスできたり、その場でクーポンが貰えたりと利便性が向上していることで、

消費者と企業や商品の距離が近づいている。

テレビ CMは企業のブランド力、イメージアップ戦略としての機能が大きいのではな

いかと前述したが、このような PRは SNSでも代替することが可能であり、その上、コ

スト削減にも繋がる。具体的には SHARPの twitterアカウント6）が面白おかしく商品の宣

伝をすることで、人気を集めていることや、トヨタが燃料電池への取り組みを SNSで報

告することなどが挙げられる。この取り組みは消費者にとって、企業の存在をより身近な

ものに感じさせる。商品の PRに限らず、「A社の SNSは面白いからお気に入り」や「B

社は社会貢献をしているから B社の商品を買おう」というように、企業のイメージが消

費者行動を左右する場合もあるため、これまでテレビ CMによってアピールされていた

部分は、ここまで SNSが普及した今、SNSに取って代わることは十分に可能である。近

年、企業による SNS利用は増加しており7）、サッポロビールは Facebookの公式アカウン

トを通じて、ビール愛好家とともに、商品コンセプトから、商品名、味、パッケージに至

るまで、すべて消費者と議論し共創型の商品開発を目指す「百人ビール・ラボ」を開設

し、これによって開発した 2つの商品はネット限定発売で即完売の大ヒットをした。他に

も、ローソンの「グリーンスムージー」はソーシャルメディア上で話題が広がっていった

結果、売り上げが増え、2000万本が売れるヒット商品につながった。以上のように多く

の企業が SNSを利用して、利益を上げており、企業にとっての SNSの重要度も高まって

いるといえる8）。

また、主要媒体がスマートフォンになり、インターネットを閲覧する人が増加する一方

であるため、バナーや動画に付随するインターネット広告の存在感も高まる。図 1からも

分かるように、インターネット広告費は、2003年には 1000億円を突破し、2009年には新

聞を抜いて地上波テレビに次ぐメディアとなった。2014年には 1兆円を超えるまで成長

している。テレビ広告に現時点では追いついていないとはいえ、近年、他メディア広告の

成長率は低下、または横ばいであるのに対し、インターネット広告費の成長率は大きなも

のであり、今後のさらなる成長も予想できる9）。

3．日本におけるテレビの圧倒的な存在感

はたして本当に企業から働きかける従来からの広告（テレビ CM、新聞広告など）はイ

ンターネット広告に、取って代わられてしまうのだろうか。この節では、従来からの広告



 テレビ CM “0” 説 301

の中心であるテレビ CMの現状と将来について考察していき、次世代の広告のあり方を

考えていきたい。

インターネット広告に取って代わられるというイメージがあるテレビ CMだが、現状

では、まだまだ強い影響力を持っている。前述した図 1によると、テレビの広告費は

1996年の 1兆 9162億円から、2014年は 1兆 8342億円に減少しているが、新聞、雑誌、

ラジオの広告費がインターネットの出現により、ここ 20年で半減しているのに比べると、

あまり減少していないことがわかる。テレビの広告費はインターネットの出現に、あまり

影響を受けていないのである。このことから、多くの企業がテレビ CMは、商品やサー

ビスの認知、購買に一定数の効果を持っていると考えていることがわかる。

これはマーケティング用語の「AIDMA（アイドマ）」と「AISAS（アイザス）」を比べ

てみると分かりやすい。アイドマはインターネット広告が存在しないときのモデルで、消

費者の標準的な行動を考える際に使われてきた。Aは Attention（注意）、Iは Interest（興

味）、Dは Desire（欲求）、MはMemory（記憶）、Aは Action（購買行動）を表してい

る。このモデルは注意、興味の段階でテレビ CMにより、消費者に広く認知させ、興味

から記憶までを雑誌や新聞などのその他のマス広告に担当させるというものであった。そ

れに対し、インターネット広告の出現によって新しく生まれたモデルがアイザスである。

興味までは同じで、Sが Search（検索）、Aが Action（購買行動）、Sが Share（共有）と

図 1　日本における媒体別広告費の推移
*出所：電通（2015年）
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いう流れである。このモデルでも注意、興味はテレビ CMが担当しており、変わったの

は後半の部分である。インターネットの出現により、雑誌などのメディアが追いやられて

おり、それは広告費の減少率を見ても明らかである。つまり、インターネットが雑誌や新

聞の広告に取って代わっているといえる。

マーケティングの立場から見ても、テレビ CMはまだ効果的である。また、アメリカ

の大手マーケティングリサーチ会社ニールセン10）は、テレビ広告とネット動画広告を併用

することにより、広告効果が大幅に増幅すると発表した。同じテレビ CMを 4回見るよ

りもテレビ CM 2回、ネット動画広告 2回というように、違うメディアで見た方が広告効

果を上昇させることができるのである。特に、テレビがまだ影響力を持つ日本では、お互

いがそれぞれのパイを奪い合うのではなく、どちらのメディアにもメリットとデメリット

が存在するため、うまく併用することが必要になってくるだろう。

このように、テレビ CMは現状では強い効力を持っており、企業にとっても魅力的な

ものである。この理由として、日本のテレビの利用時間が他のメディアに比べて、高いと

いうことを挙げることができる。各メディアの中でテレビが最も利用されることにより、

連動してテレビ CMも多くの人の目に留まり、効果を発揮できているのである。総務

省11）の発表によると平成 26年時点では、主要メディア（テレビ、インターネット、新聞、

ラジオ）の中では、テレビの平均利用時間が 1番高く、2番目にインターネットが高い。

しかし、ここで忘れてはいけないのが「若者のテレビ離れ」という現象である。それは前

述の総務省のデータをみても顕著であり、10代、20代における主要メディアの平均利用

時間の比較では 1番目にインターネット、2番目にテレビがきている。このテレビ離れは

この先も続いていくと思われる。テレビ離れに歯止めがかからず、今の若者が高齢者にな

ったときに、テレビがほとんど利用されなくなった場合、テレビ CMは比例して価値を

なくしてしまい、テレビ CM市場は限りなく縮小していくだろう。

現に海外では、インターネット広告費がテレビ CM費を抜いている国も存在する。マ

ーケティング会社Marcが発表した、インターネット先進国のメディア別広告費の内訳

（図 2）によると、スウェーデン、オランダでは、既にインターネット広告がテレビ広告

を抜いている。イギリス、オーストラリア、ドイツ、アメリカでは、テレビ CM費とネ

ット広告費が肉薄しており、現在はインターネット広告の規模が大きくなっているだろう

と考えられる。

このような現状でも、日本ではテレビ CMの効力はまだまだ高いといえる。その理由

としては、前述したように、インターネット広告とテレビ CMでは、同じ広告でもその

性質や役割が異なることがあげられる。しかし、その影響力も日本ではテレビの利用時間

が、高齢者を中心に多いからである。テレビ番組というコンテンツ自体が利用されなくな

ってしまった場合、テレビ CMは意味を失い、消えてしまうだろう。
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4．テレビ CM “0” 説の実現性

4─1．テレビCMの衰退

前節からテレビ CMの未来には、視聴率の推移が大きく関係するということがわかる。

しかし、視聴率が減退するのか、上昇するのかの予測は、スマートフォンやパソコンを多

用する世代が、高齢化した時の行動パターンに左右される。現在、テレビよりもインター

ネットを好む世代12）が、時間に余裕のある高齢世代になった時に、空いた時間をテレビ視

聴に充てる可能性があることなど、不確定要素が多いため、これを予測することは難し

い。そこで、様々なコンテンツがインターネットなどを通じて提供されている現在の状況

などを踏まえて、一つの仮説を立てた。それはインターネットを多用する世代が、高齢化

した場合でも、インターネットを好み、テレビはあまり利用しないという仮説である。よ

って、ここでは、視聴率が下がった未来のテレビ、インターネットの在り方から、テレビ

CM “0” 説について考察する。

視聴率の減退が、テレビの衰退につながることは間違いないが、テレビの存在を完全に

失くすことは難しいと考えられる。そこで、テレビはどのような形になりうるのか、考え

られる 3つの事象について検討する。

図 2　海外の媒体別広告費比率
*出所：Marc社「2010 advertising expenditure analysis」（2010）
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①ラジオ化

　利用者の減少が著しいラジオであるが、その唯一性から、放送が続く、ラジオ放

送。

②テレビ放送の有料化

　番組、チャンネルと契約して、視聴する仕組みの一般化。

③インターネットとの共存

　インターネット上の放送サービスの進化等、両者がより強固な関係性を築く可能

性。

ラジオ13）は電波メディアの代表格として、人々の情報発信、情報取得に大きく貢献して

きた。現在は、テレビやネット環境の普及に伴い、利用者は減少している。だが、ラジオ

放送自体が今すぐ、完全に無くなると考えている人は少ないだろう。実際、主要メディア

の地位をテレビに渡した後も、放送が続いている。なぜなら、テレビが中継していない放

送をカバーし、車の運転時、災害時などの、テレビを観る事が出来ない環境の際に、主要

メディアとして存在し続けたからである。また、テレビ会社に子会社化されたことや、イ

ンターネットを活かした、放送と通信の連携が、ラジオの媒体力アップにつながった14）。

テレビは、大多数の人間が、同時に速報性の高い映像情報を視聴できるという優位性を持

ち、スポーツの生中継などにおいて重宝される。しかし、ラジオに比べ、テレビの番組制

作費15）は莫大である。ラジオのように、規模を縮小しての放送では、番組制作費とテレビ

CM費のバランスが取れず、テレビにラジオ化が生じる可能性は低いと言える。

次に有料化であるが、具体的な例を見ると、アメリカでは有料放送加入率が約 60～

70％16）の間で推移しており、対価を支払うことで、テレビを観る仕組みが一般化してい

る。しかし、アメリカにおいても、Netflixの加入者がケーブルテレビの加入者を超え

る17）など、有料放送そのものの在り方も変化しているといえる。また、地上波放送中心の

日本の状況18）から、アメリカの仕組みを取り入れづらいことや、現在、日本の有料放送視

聴率は NHKを除くと 15～20％程に留まっている19）ことに加え、NHKの受信料で問題に

なっている状況を踏まえると、日本のテレビ放送において、アメリカを例に見た、ケーブ

ルテレビなどの有料放送が地上波放送に取って代わることは難しいと言える。

では、インターネットとの共存はどうか。前述した、テレビ視聴よりもインターネット

利用を好む若年層の方が多いことに加えて、別の作業をしながら、テレビを視聴する「な

がら視聴」や、録画視聴20）が増加しており、テレビを視聴する行為自体の視聴質21）も低下

していると言える。また、インターネット上の放送サービスの台頭により、様々なコンテ

ンツ22）が展開されていることや、テレビ番組をインターネット上で放送するサービス23）も

増加している。以上のように、様々なコンテンツが選べる現代において、テレビとして

も、従来のテレビ画面を通じて、番組を視聴する以外の方法で、視聴する層を取り込む必
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要があるため、インターネットと争うのではなく、活用することで、生き残りを図ってい

る。

以上 3つの事象を検討したが、既にその動きがみられ、今後、より強固な関係性を築く

と予想される、インターネットとテレビの共存がテレビ CMに与える影響から、テレビ

CM “0” 説の検証をする。

4─2．テレビCM“0”説の検証

テレビ CMとインターネット広告（ここでは動画広告）を比較すると、様々な違いが

見えてくる。テレビは視聴質の低下により、広告効果も低くなっていると前述したが、イ

ンターネットの場合は、顧客は 50センチほどの近距離から映像を見るので、顧客の集中

を得やすい。また、第 2節で述べた、リンクからのアクセスのしやすさに加えて、様々な

データを付加したり、顧客の書き込みを受け付けたりすることも可能であるため、広告主

から顧客への一方通行のコミュニケーションになりがちなテレビ CMに比べ、双方向性

があるという点でも、インターネット広告は多くの利点を保有しているといえる24）。

前述したテレビ離れやコンテンツの増加に加えて、広告効果の面や動画広告のほかに、

顧客参加型やバナーなどの様々な選択肢があるなど、広告の幅が広いことからもインター

ネット広告は、広告主である企業にとっても魅力的なものであるといえる。これは、現

在、大きな影響力を保持しているテレビ CMの存在を無くす要因になりうるだろう。し

かし、テレビ CMとインターネット広告では、得られる広告収入に大きな差があり25）、

番組制作の費用が大きいテレビ局が、インターネットを主戦場にすることは現状では難し

い。また、現在は放送法26）により、テレビのインターネットにおける同時配信は限定的に

しかできないため、即時性の高いコンテンツはテレビでしか視聴できず、テレビを支持す

る人も一定数いるだろう。さらに、最近では番組と CMの移り変わりを曖昧にするこ

と27）で、テレビ CMに注目させる工夫もされている。

以上のように、テレビ上での放送のみが持つ強みもあるため、テレビ CM “0” 説には、

障壁も多い。しかし、他国の例を見ても、放送と通信に関する法改正が進み、放送・通信

融合に本格的に動いていることで、テレビのインターネット利用が進んでいる28）。日本に

おいても、NHKが 2018 FIFAワールドカップの際にアプリを通じて、ネットで同時配信

したことや 2019年に放送法の改正が見込まれることなど、似たような動きが見られるこ

とから、インターネット上で同時配信されたテレビを視聴する時が来るのも近いと言え

る。インターネット上でのテレビ配信が一般化されることは、広告効果や費用の面におい

て、優位性のあるインターネット広告を活かすことができるため、テレビ CMよりもイ

ンターネット広告のプレゼンスが高まり、テレビ CM “0” 説の大きな要因になると考えら

れる。加えて、定額音楽配信サービスなどの「サブスクリプションサービス」29）が現代社
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会に広がりを見せていることからも、広告費で成り立つテレビから、見たい番組に対価を

支払い、視聴者が取捨選択するテレビへと変換する可能性もあるだろう。現状、影響力を

維持するテレビ CMが “0” になることは難しいが、以上のような動きが今後さらに進め

ば、テレビ CM “0” 説は実現可能であり、新しい形態のテレビの時代が来るのではないか

と考える。

5．結語

本論では、スマートフォンの普及に伴うインターネットの利便性向上がもたらすテレビ

CMへの影響から、テレビ CM “0” 説について論じてきた。主に、インターネット広告の

台頭や消費者行動の変化に着目し、従来のテレビ CMに取って代わりうるものを検討し

た上で、テレビ離れが進んだ未来を考察し、テレビはインターネットとの共存することで

生き残りを図ると考えた。情報を選択する時代において、インターネットの存在感は高ま

る一方であるが、現状では、テレビがインターネット上での放送を本格化する土台が整っ

ていないため、テレビの影響力は維持されており、テレビ CMの存在がなくなることは

難しい。しかし、インターネット上での放送が一般化すれば、従来通り、番組の間に CM

を挟む形もあるとはいえ、テレビ番組の定額制完全有料化の可能性が広がり、テレビとい

う箱を通して視聴する人は減少すると考えられ、テレビ CM “0” 説が実現する可能性は十

分あるだろう。

注
  1）総務省情報通信政策研究所（2016）。
  2）NTTコムリサーチ（2011）。
  3）朝日新聞（2010/5/30朝刊）。
  4）注 2）と同じ。
  5）注 1）と同じ。
  6）SHARPのアカウントは公式 Twitterでありながら、親しみやすく、時に自由すぎるともいえる発

言が注目され、現在フォロワー数は 48万人を超える（2018/11/22現在）。製品の紹介など、広告と
しての役割も果たし、優れた広告の製作者に贈られる 2018TCC新人賞を受賞した。

  7）Webマーケティングメディア ferret（2016）。
  8）経済産業省（2016）。
  9）総務省（2015）。
 10）ニールセン社による調査（2011/1─2012/3）。
 11）総務省情報通信政策研究所（2014）。
 12）注 11）と同じ。10代、20代まではインターネットの利用時間がテレビの利用時間を超えている

が、30代以降、高齢の世代になる程、テレビの利用時間が大きくリードしている。
 13）米村秀司（2015）。
 14）ラジオにはテレビに存在する肖像権の問題がなく、放送が YouTubeなどに転載可能であることか

ら、インターネットとの親和性が高いと言える。
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 15）2016年度（2017年 3月期）の在京民放キー局の決算資料から見る番組制作費によると、民放 4局
の 1年間の番組制作費は平均、約 900～980億円である。

 16）米国に見る我が国ケーブルテレビ事業の示唆のデータをもとに、MVPD放送契約数から計算を行
った。

 17）統計ポータル Statistaによると、2017年 3月末現在、Comcast、Charter、Altice、Mediacomとい
った米主要ケーブルテレビの加入者数は 4860万人で、Netflixの加入者数は 5090万人である。

 18）日本テレビ系列（NNN）30局、TBS系列（JNN）28局、フジテレビ系列（FNN）28局、テレビ
朝日系列（ANN）26局、テレビ東京系列（TXN）6局、ネットワーク非加盟独立 U局 13局（2012/4
現在）。以上、キー局 5社を中心としてほぼ全国に形成されているネットワーク系列局数である。

 19）GEM Partners 株式会社「動画配信／放送／ビデオソフト市場 ユーザー分析レポート」（2018）。
 20）HDDレコーダー利用者への調査では、録画番組を視聴する際、8割以上が CMをスキップしてい

ると答えた。
 21）進藤美希（2009）。
 22）Hulu、Netflix、Amazon primeなどの有料会員制動画サイト。
 23）各局オンデマンド、TVerのような見逃し配信サービス。
 24）注 21）と同じ。
 25）インターネット広告にかかる経費はテレビ CMに比べて、非常に安い。
 26）放送法により、「受け手（視聴者）にとって、もととなる放送番組と変わらないものとして見聞き

することができるもの」はインターネット上で同時に流すことができない。現在の放送法により、イ
ンターネット上でのテレビ番組配信は見逃し配信（オンデマンド）等のテレビ放送を補完する内容の
ものに限定されている。

 27）日本テレビ・ヒルナンデス！×花王のコラボ CMなど、ドラマやワイドショーの出演者がそのま
ま、企業や商品の宣伝を行う CMが増加している。

 28）アメリカでは「1996年電気通信法」、イギリスでは「2003年放送通信法」により、それぞれ放送と
通信の垣根が事実上無くなったことに加え、ドイツは 2008年、フランスは 2007年の法改正により、
通信による番組配信もテレビサービスと定義された。

 29）Spotifyや Apple musicなど、利用期間に対して対価を支払う定額制サービスのこと。
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